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本資料は1974年から1998年まで全18回行なわれ

た旧通産省の企業経営力委員会調査（主査：故

清水龍瑩慶應義塾大学名誉教授）(MITI1974-

MITI
1)

1998）と，日本コーポレートガバナンス

フォーラムと筆者
2)

らによる，質問項目とデータの

継続性を重視した調査（JCGF2000）の続編であ

る。伝統的な財務データに基づく経営分析に加え

て，定性要因の定量的評価を試みるものであり，

コーポレートガバナンスとマネジメント全般に関

するものとなっている。なお，この調査は21世紀

COE・慶應義塾大学経済学研究科商学研究科連携

「市場の質に関する理論形成とパネル実証分析」

の経営・会計班による第２回「企業パネル調査」

(代表：十川廣國慶應義塾大学商学部教授）の一

部である。

本調査では社長および役員のトップマネジメン

ト状況，意思決定機関，経営目標，IR活動，企

業倫理，組織文化等を取り上げる。トップマネジ

メント状況に関しては社長のタイプ・専門分野・
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要 約

慶應義塾大学経営力評価グループは第２回「コーポレートガバナンスとマネジメント全般に関

する調査」を実施した。調査対象は全上場製造企業，調査時期は2005年３月で，126社より有効

回答を得た（有効回答率７％)。尚，この調査は21世紀 COE・慶應義塾大学経済学研究科商学研

究科連携「市場の質に関する理論形成とパネル実証分析」の経営・会計班による第２回「企業パ

ネル調査」(代表：十川廣國慶應義塾大学商学部教授）の一部である。本資料はその一次集計，

および，当該企業の収益性・成長性という業績指標・従業員モラールとの関連を定性要因の定量

分析法（QAQF）により分析したものである。これらは，コーポレートガバナンスとマネジメン

ト全般の諸要因と企業業績との関連を分析したものであると同時に，四半世紀に渡り企業の定性

要因と企業業績との関連を分析・発表してきた通産省の『総合経営力指標』の続編としての性格

を持っている。
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平均年齢・平均勤続年数・社内社外役員数・執行

役員状況，意思決定機関に関しては最高意思決定

機関・その運営，経営目標に関しては重視する目

標・財務指標，その他 IR関係，企業倫理・利害関

係者・社会性関係，組織文化・組織の透明性関係

などの調査項目がある。まずこれらの項目に関す

る全体的な傾向を示す一次集計が示されるが，本

調査では旧通産省調査（MITTI1998ほか)，日本

コーポレートガバナンス調査（JCGF2000）と同

様，各項目と業績（収益性・成長性）・従業員モ

ラールとの関係が
3)

QAQFを用いて分析される。

一次集計における全体的傾向も重要な情報である

が，その「多い少ない」という情報とともに「良

い悪い」の分析も重要であると考えられるからで

ある。具体的には企業の目標である長期の維持発

展を測定するものとして，収益性（売上高経常利

益率，０－５に基準化）と成長性（４年間移動平

均売上高伸率，０－５に基準化)，業績（収益

性＋成長性，０－10)，従業員モラール（アン

ケートより０－５に基準化)，総合業績（業績＋

モラール，０－15）が「良い悪い」の基準として

設定され，各定性要因（ここではアンケートの質

問項目，通常は数字に表しがたいので定性要因と

呼ぶ）との関連が分析されている。

本調査の行なわれた2004年－2005年は日本経済

にとって“失われた10年”からの回復と成長の時

期となった。小泉政権による自民党の圧勝，郵政

民営化法案の可決を受け，日本経済は緩やかなが

らも成長を持続した。2005年９月には，2002年１

月を谷として翌２月から始まった景気拡大期間が

44ヶ月目となり，バブル崩壊後の景気拡大期間

（1993－1997年の43ヶ月）を抜き， いざなぎ景

気」の57ヶ月，バブル経済時の51ヶ月に次ぐ，戦

後３番目の長期景気拡大期間となっている。日経

平均も2004年は10000－11000円台だったが2005年

末にはおよそ５年ぶりに16000円台を記録してい

る。このような経済状況の下でのコーポレートガ

バナンスとマネジメント全般に関する本調査結果

の特徴を挙げると以下のようになる。

新製品開発重視企業の増加と業績向上

重視する経営目標」として新製品開発を挙げ

る企業が増加してきており，それらの企業の業績

も，他の目標を挙げる企業よりも高くなる傾向が

見られた。

社長勤続年数長期化の傾向

社長の平均年齢」は62歳弱で従来調査と変化

はないが， 社長の平均勤続年数」は9.3年で，前

回調査の7.5年に比べて長くなっている。近年の

企業業績の回復の故，社長の交代が減少している

ためと考えられる。実際， 社長の平均勤続年数」

と業績との関連を見ると，比較的長い勤続年数と

なっている社長のいる企業の業績が良い，という

結果になっている。

執行役員制の定着傾向と目的の明確化による業績
向上

執行役員制導入企業は前回調査の48%から６ポ

イント増加して54%となり，日本企業において広

く浸透しているといえる。その導入理由として

「取締役数の削減ができる」 組織改革の意思を社

内外に示す」などの消極的理由よりも「意思決定

のスピードアップを図る」 意思決定と業務執行

の分離ができる」 取締役の活性化ができる」な

どの積極的理由を挙げる企業の業績が良い。ただ

し導入しない企業も収益性は高く，制度自体がも

つメリット・デメリットを十分理解した上で導入

の可否を決定することが重要といえる。

取締役会のスリム化により最高意思決定機関は常
務会から取締役会へ

かつて日本企業の「最高意思決定機関」として

は常務会が一般的であった。旧通産省の調査

（MITI83）によれば80年代前半には最高意思決

定機関として常務会を挙げる企業が６割近くあっ

たが，５年前の日本コーポレートガバナンス

フォーラムの調査（JCGF2000）で３割を下回り，

今回調査（KEIO2005）ではわずか15％となって

いる。一方，取締役会が最高意思決定機関である，

とすると企業はそれぞれ，３割（MITI83）→５

割（JCGF2000）→７割（KEIO2005）となって

いる。近年のコーポレートガバナンス論の興隆を

三 田 商 学 研 究

3) Quantitative Analysis for Qualitative Fac-

tors，定性要因の定量分析法，詳しくは岡本大

輔［1996］pp.5-6.
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受け，取締役会をスリム化し，取締役全員で意思

決定に関わっていく形態，つまり最高意思決定機

関＝取締役会とする企業が増えている。

社外取締役は存在よりも実効性の確保

社外取締役採用企業は前回調査の38%から５ポ

イント増加して43%となったが，依然として社外

取締役のいない企業の方が多く，業績を見ても高

い傾向にある。しかし社外取締役がいてもその関

与度合いの低い企業も多く，逆に「社内取締役と

同等に関与している」とする企業の業績は高い。

単に社外取締役を置くだけではなく，実効性を確

保することの重要性が伺われる。

重視する財務指標は売上高経常利益率

重視する財務指標として，前回調査で最も多

かった経常利益伸び率は大きく減少し，従来どお

り売上高経常利益率を挙げる企業が最も多くなっ

た。

企業の一般的な社会評価やイメージの向上のため
の IR活動活発化

IR活動実施度」を聞いてみると，６割を越す

企業が活発であると応えており，その目的として

は通常言われる株主層拡大や株価上昇よりも企業

の一般的な社会評価やイメージの向上を挙げる企

業が最も多い。

企業の社会性の重要度に対する認識の向上

企業の社会性の構成要因として「従業員の生活

向上」 地域貢献」 社会貢献」 地球環境保護」

の４項目が社是・社訓・経営理念等に明記されて

いるか否かを調べると，６－８割の企業で明記さ

れており，前回調査に比べてその比率は高まって

いる。さらにそれらの企業の従業員モラールも高

い。

終身雇用制にこだわらない企業の増加は一服

この10年間，終身雇用制の崩壊が叫ばれ，制度

維持にこだわらない企業は増加の一途をたどって

きたが，今回調査ではその傾向が一服している。

また業績との関係でも終身雇用維持企業が最もよ

く，そのメリットは改めて見直される必要がある

といえる。

進化する企業倫理・コンプライアンス意識

企業に対する基本的信頼を揺るがすような不祥

事が多かったこともあり，企業倫理・コンプライ

アンスに対する日本企業の対応は大きく前進した。

倫理綱領・行動基準・行動指針等の企業の基本的

価値観を示す文書の作成」はもちろんのこと，そ

れらの「社内規範の取締役を含むすべての正社員

へ適用」， 倫理・コンプライアンス担当役員の選

任」， 企業倫理委員会」や「担当部署」の設置，

教育・研修の実施」など多くの項目で実施企業が

増大した。日本企業は行動基準や倫理綱領等の文

書だけを作成する段階から，そうした規範を組織

的にサポートする実践段階にはいっている，と言

える。

経営理念の浸透は進むが，具体的施策には結びつ
かず

経営理念の浸透度」を見ると，非製造業をも

含んだ他調査と比べ，製造業だけを対象とする本

調査の方が高くなっている。ただ， 互いに強い

信頼関係がある」， 経営理念が，一般従業員の

日々の行動に強い影響を与えている」などの項目

に比べて， 昇進や異動等に経営理念が反映され

ている」の浸透度は低く，強い信頼関係はあるも

のの，必ずしも経営理念に添った形での昇進や異

動がなされていない現状が推察できる。

株主よりも従業員，従業員よりも顧客が重視され
ている

各ステークホルダーとの信頼関係」を見ると，

顧客，従業員に対する信頼関係が相対的に強く，

ついで株主，労働組合，内部組織全般との信頼関

係と続き，そして地域社会に対する信頼関係が相

対的に弱い，という全般的傾向が見られる。そん

な中で，すべてのステークホルダーについて信頼

関係が強いほどモラールが高くなっており，また

顧客や株主との信頼関係が強い企業では収益性も

高くなっている。ステークホルダーとの信頼関係

は，収益性やモラールを通じて，企業の長期の維

持発展に貢献しているといえる。株主，顧客，従

業員というメインのステークホルダーを比べたと

続・総合経営力指標 123



きに，どちらを重視するか，という質問では，株

主＜従業員＜顧客という関係が前回に続いて観測

された。

組織の透明性，サポート・支援，誠実性の高い企
業の従業員モラールは高い

不祥事防止のため「組織の透明性」について，

都合の悪い情報であってもきちんと組織内に開示

されているか否かを見ると，前回調査とそれほど

変わらない開示度が観測された。しかし開示度の

高い企業においては従業員モラールが高く，財務

業績＋モラールを基準とする総合業績も高い，と

いう結果を得た。このような組織的な環境があれ

ば，社員は何でも自由に議論しあえ，腹を割って

話しができ，気持ちよく仕事をすることができる

ようになり，やる気や挑戦意欲につながってくる

のであろうと考えられる。実際，自部門内で解決

困難な問題に直面したときに部門を越えて気軽に

サポートを受けることができるか否かという「組

織のサポート・支援的価値」，組織リーダーの言行

一致の度合いでみる「組織の誠実性」などの項目

においてもモラールに好影響を及ぼすという同様

な結果が得られている。

良好なコミュニケーションなどの組織 化の企業
の従業員モラールは高い

組織構成員が共有している基本的な価値観とそ

こから生じている行動パターンを示す「組織文

化」をみると，全体としてはトップダウン型でコ

ミュニケーションや経営戦略・目標が浸透し，過

程よりも結果を重視する企業が相対的に多いこと

がわかる。そしてその中でも部門内コミュニケー

ションが良好，長期的視点，能力主義的，挑戦的

で経営戦略・目標が浸透し，集団的な企業では，

モラールが高くなっている。

１．重視する経営目標

長期間低迷状況にあった日本経済であるが，

2005年第３四半期において，４四半期連続で実質

GDPが連続プラス成長した。これは，ひとえに

個人消費を中心とした内需主導と考えられている。

また，今後も緩やかではあるがこのまま回復基調

が続くと予想されている。とはいえ，全体的には

まだまだ成長が実感できていない日本企業に対し

て，経営計画を策定する際に重視する経営目標を，

３年前」と「現在」のそれぞれについて尋ねて

みた。製造業についての全体的な傾向は図表1.1

に示す通りである。

図表1.1 重視する経営目標
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現在，製造業の34.2％の企業が「新製品開発」

を最も重視する経営目標として挙げている。バブ

ル崩壊後のコスト低減目標がほぼ達成されたため

か，ここにきて，新製品開発を重視する企業が増

加傾向に転じている（23.8％→34.2％)。次いで，

主力製品のシェアの維持・拡大」を重視する企業

が17.9％と多かった。新製品開発を重視する傾向

を受けて，コスト低減重視の傾向は，前回よりも

大きく低下している（14.0%→7.7%)。前回調査

時に指摘したように，コスト低減に力を入れると

いった後ろ向きの経営目標ではなく，新製品を積

極的に開発し，その新製品を主力製品化し，マー

ケットシェアの維持･拡大に結びつけ，より多く

の利益を確保していくということがますます重視

されてきていると思われる。顧客満足（CS）の

向上を目指す企業は13.7%と前回調査時より若干

減少したが，魅力的な新製品を開発し，それに基

づいてマーケットシェアを拡大していくために，

重視される目標として挙げられているのであろう。

また，株主価値の増大を重視する経営目標とす

る企業は14.5%存在していた。この値は，前回調

査時とほぼ同じである（13.5％→14.5％)。アン

グロサクソン型経営については賛否両論があるも

のの，株主価値に対する世間からの注目も高まっ

ており，経営目標としてこれを重視する企業も安

定的に存在し始めていると考えられる。この他に，

経営多角化を経営目標とする企業は3.4％と少な

かった。有望な主力製品分野を選択しそこに集中

するという戦略を実践し，利益確保を目指そうと

する経営行動の表われと考えられる。なお，旧通

産省の調査以来，過去30年間における「重視する

経営目標」の推移状況は図表1.2の通りである。

重視する経営目標と企業の業績との関係につい

ては，図表1.3の通りである。製造業では，業績

は新製品開発を重視する企業で，モラールは，前

回調査と同様，株主価値の増大を重視する企業で

その値が高かった。前回の調査では，業績も株主

価値を重視する企業で最も高かったが，今回の調

査では，旧通産省による25年間の調査と同様の結

図表1.2 重視する経営目標（現在)

図表1.3 重視する経営目標と業績

業績 モラール

新製品開発 5.231 2.147

現有主力製品の維持･拡大 4.955 2.685

合理化･省力化によるコストの低減 5.117 2.692

株主価値の増大 5.016 2.806

顧客満足（CS）の向上 4.845 2.456

注）下線部は，各アイテム内におけるそれぞれのカテ

ゴリの中で最大値を示し， は有意水準５％で統計的

に有意であることを示す。以下の表も同じ。
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果となった。株主価値を重視する企業は，マスコ

ミなどで取り上げられる機会が多く，世間から注

目されることがそのままモラールの向上につな

がっていると考えられよう。一方，有意な結果と

はならなかったが，新製品開発に力を入れること

は，企業内で局所的な好循環をもたらし，それが

次第に業績の向上に結びついていくと考えられる。

２．社長のタイプ

企業の社長のタイプを，創業者社長，２代目社

長，貴社の生え抜きの方，他の機関や会社などか

ら来られた方の４タイプに分類したところ，結果

は図表2.1のようになった。

最も多い社長のタイプは，生え抜きの方で

44.2％，2代目社長は22.5％で，これに続いてい

た。この傾向は前回調査と同じである。創業者社

長については13.3％であった。

製造業の社長のタイプを時系列的に見た場合

（図表2.2)，生え抜き社長が再び増加傾向に転じ，

これに代わって，２代目社長が減少傾向になって

いた。創業者社長が増加傾向にあるのは，サンプ

ル数が従来の調査時よりも少なかったことと，企

業成長に貢献した実質的な初代社長を含むためと

考えられる。

社長のタイプと企業の業績の関係を見てみると，

図表2.3のようになる。

今回の調査において，成長性に関しては，他の

機関などから来られた社長がいる企業，収益性に

関しては，2代目社長のいる企業，モラールに関

しては，創業者社長のいる企業が優れていた。旧

図表2.3 社長のタイプと業績

成長性 収益性 モラール

創業者 2.488 2.600 2.660

２代目 2.375 2.620 2.431

生え抜き 2.410 2.597 2.458

他の機関などから 2.868 2.456 2.572

図表2.1 社長のタイプ
単位：％

創業者社長 13.3

２代目社長 22.5

貴社の生え抜きの方 44.2

他の機関や会社などから来られた方 20.0

図表2.2 社長のタイプ
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通産省の調査ならびに前回調査では，一貫して創

業者社長のいる企業の値がいずれの指標において

も高かったのであるが，今回は少し異なる結果と

なっている。

一方，成長性とモラールでは２代目社長のいる

企業，収益性では他の機関などから来られた社長

のいる企業で，それぞれの値が最も低かった。他

の機関から来られた社長のいる企業で，成長性が

高い一方，収益性が低いというのは，今までにな

い斬新な改革案の実行で，とりあえず企業に成長

の傾向が出ているものの，それが具体的な収益に

まだ結びついていないためであろう。また，２代

目社長のいる企業で成長性とモラールの値が低い

のは，同族経営に対して人々の反発があるため，

人々のやる気が低下しているためと考えられる。

３．社長の専門分野

社長の専門分野について尋ねたところ，図表３

のようになった。社長の専門分野としては，営業

職出身の方が最も多く，技術職出身の方がそれに

続いていた。この傾向は前回調査時と同じである

が，経理･総務出身の社長の数が若干減少し，そ

の分，営業･技術出身の社長の数が増加している。

製品戦略に必要な情報をより戦略に反映させるた

めに，これらの分野出身の社長が増えているので

あろう。

４．社長及び役員の年齢・在籍期間

社長及び役員の年齢と在籍期間を尋ねたところ，

図表4.1のようになった。社長の平均年齢は61.7

歳で今までの調査とそれほど大差はない。また，

社長の在職期間の平均は9.3年で，前回調査と比

べ長くなる傾向にあった（7.5年→9.3年)。緩や

かな景気の回復傾向を受けて，社長の任期を延長

する企業が多いためだと考えられる。一方，取締

役の平均年齢は57.8歳，在職期間の平均は6.8年，

監査役の平均年齢は61.4歳，平均在職期間は4.0

年で，前回調査時と比べて，ほとんど変化はな

かった。

時系列的な変化を見てみると，社長の平均年齢

はやや上昇しているが，これは前回調査時と同じ

方がそのまま社長職にあるための経年変化だと考

えられる。役員の平均年齢はほぼ横ばいである

（図表4.2)。また，平均在職期間については，前

述した通り，社長については景気回復を受けて大

きく延長する傾向にあるが，役員は例年とほとん

ど変わっていない（図表4.3)。

また，役員と監査役の人数を尋ねたところ（図

表4.4)，取締役全体の平均人数は8.7人で，前回

調査時（9.0人）とほぼ同様の結果であった。意

思決定の効率化や責任の明確化を目指した取締役

のスリム化がある程度定着したものと考えられる。

また，社外取締役の平均人数が0.8人であること

から，社外から取締役を少なくとも１人くらい採

用する企業が増えてきている様子も見てとれる。

また，監査役全体の平均人数は3.4人で，社内監

査役の平均人数が1.5人，社外監査役の平均が2.1

人であった。これらの数値は，外部からの意見を

反映させ，ガバナンス体制をより強化するための

対処策の一環と考えられる。

社長の平均年齢と企業の業績・モラールの関係

を見てみると（図表4.5)，有意な結果とはならな

かったが，業績・モラールいずれにおいても，年

齢の若い社長のいる企業で値が高かった。この結

果は，従来からの調査と同様の傾向を示している。

若い社長のいる企業では，積極的に新しい道を切

り開こうとするバイタリティーにあふれた意思決

定を行なうことが多い。景気が回復傾向にある時

期に，若い社長が積極的な意思決定を行なうこと

で，従業員がバイタリティーをもって創造性を発

揮し，それが企業の業績向上に結びついていると

2005

2004

50.0

48.2

34.8

30.6

6.8

10.9

8.5

10.4

総務経理技術営業

図表３ 社長の専門分野
単位：％

図表4.1 社長および役員の平均年齢と平均在職期間

平均年齢 平均在職期間(年)

社長 61.7 9.3

取締役全体 57.8 6.8

監査役全体 61.4 4.0
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考えられる。

続いて，社長の平均在職期間と企業の業績の関

係を見てみると（図表4.6)，いずれの指標に対し

ても，在職年数が４年超８年以下の社長のいる企

業で値が高かった。好業績を達成してきた企業で

は，社長交代の必要がなく，そのまま長期政権に

なる傾向があるが，あまり長くなりすぎると，守

りの姿勢が強くなり，環境変化に対して革新的な

意思決定ができず，業績悪化に結びつくと考えら

れる。

以上のことより，有能な若い社長が積極的で革

新的な意思決定を行なえば，その結果が好業績に

結びつき，そのような状況が従業員のモラール向

上にも貢献するといえるだろう。ただ，社長が若

図表4.2 社長と役員の平均年齢

図表4.3 社長と役員の平均在職期間
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く，好業績が続けば，長期に渡って社長の座につ

くことが予想されるが，好業績を維持するために

は，守りの姿勢を見せないように常に積極的な意

思決定を心がける必要があるといえるだろう。

次に，取締役の在職期間に関しては（図表4.7)，

それが長いほど好業績に結びついていた。この結

果は，従来からの調査と同様の傾向を示している。

コーポレートガバナンスの議論が盛んになり，取

締役の役割も変化してきている中，経験豊富な取

締役が企業の経営行動をしっかり見定め検討する

ことでが，好業績に貢献していると考えられる。

取締役全体に占める社内取締役の比率，監査役

全体に占める社内監査役の比率と成長性，収益性，

業績との関係は，それぞれ図表4.8，図表4.9に示

す通りである。取締役に関しては，全員が社内取

締役ではなく，15％程度の外部役員を導入してい

る企業，監査役に関しては，半数以上の社外監査

役を導入している企業で，それらの値が高い傾向

にあった。企業の基本方針を中心にしながらも，

社外からの意見を同時に尊重していく企業ほど，

好業績を残すことができるのだと考えられる。

５．執行役員制度

ソニーが執行役員制度を導入し，もうすぐ10年

が経とうとしている。業務執行と意思決定を分離

することを目的とした執行役員制度は，その効果

を疑問視する声がないわけではないが，日本企業

においても広く浸透してきているように感じられ

る。しかし，委員会設置会社における執行役とは

異なり，執行役員の法的地位は未だ確立されてお

らず，企業が任意に採用している制度であ
4)

る。

執行役員制度の導入状況に関する結果（図表

5.1）を見てみると，導入企業の割合は昨年度調

査結果の48.13％から53.78％へと上昇している。

急激な増加ではないものの，徐々に執行役員制度

図表4.4 役員の人数の内訳

人数

取締役全体 8.7

内 社内取締役 7.9

内 社外取締役 0.8

監査役全体 3.4

内 社内監査役 1.5

内 社外監査役 2.1

図表4.5 社長の平均年齢と業績

2.6235.11059歳未満

2.4215.09159歳以上64歳未満

2.5314.97864歳以上

モラール業績

4.9732.5132.460４年以下

4.7312.3672.355４年超８年以上

5.7482.7342.744８年超

業績収益性成長性

図表4.7 取締役の平均在職期間と業績

成長性

2.451

2.745

2.555

2.405 2.5114.8762.471２年以下

2.3625.1782.623２年超４年以下

2.8185.5472.802４年超８年以下

2.4094.8862.434８年超

モラール業績収益性

図表4.6 社長の平均在職期間と業績

30％超40％以下 2.336 2.500 4.866

4.9402.4042.53630％以下

5.4442.7012.74340％超50％以下

5.1092.5512.55850%超

業績収益性成長性

図表4.9 監査役全体に占める社内監査役の比率

と業績

図表4.8 取締役全体に占める社内取締役の割合

と業績

成長性 収益性 業績

100% 2.563 2.517 5.052

85％以上100％未満 2.810 2.749 5.559

85％未満 2.329 2.560 4.889

4) 委員会等設置会社における執行役と監査役設

置会社における執行役員は，同様の機能を果た

していると考えられるため，執行役と執行役員

を本問では区別していない。
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が日本企業に浸透してきていることが理解できよ

う。導入状況に関するQAQF結果を見てみると，

収益性に関しては， 導入を考えていない」とい

うカテゴリーが高い以外は，成長性，モラール，

統合業績ともに， 導入している」というカテゴ

リーが高くなっている。この傾向は昨年度の調査

と同じである。この傾向を見る限り，現状の収益

性に問題のない企業は，積極的に執行役員制度の

導入を考慮しないという傾向が推測できる。

つづいて執行役員の状況を見てみよう。今回の

調査では，執行役員の平均人数は12.44人，平均

年齢は55.39歳，平均在職期間は3.42年，取締役

を兼務している執行役員は3.41人であった（図表

5.2～4)。昨年度の調査結果と比較すると，平均

年齢と平均在職期間は約１年長くなっているもの

の，そのほかは大きな違いは見られなかった（昨

年度調査：平均人数11.32人，平均年齢54.38歳，

平均在職期間2.49年，取締役兼務執行役員数3.02

人)。

平均年齢と平均在職期間が１年ほど延びたとい

うことは，執行役員制度導入当初の執行役員がい

まだ現役で働いているということを意味すると考

えられる。その点を考慮すれば，今後も平均年齢

と平均在職期間が延びる可能性も否定できない。

ただ取締役全体の平均年齢が，57.75歳であるこ

とを考えれば，今回の調査における平均年齢から

大きく伸びないことも考えられる。一方，取締役

兼務執行役員の割合は昨年度調査とほぼ変化なく，

概ね４人に１人が取締役との兼務であった。

規模を修正した執行役員数，取締役兼務執行役

員数の結果をみてみよう。従業員に対する執行役

員数は昨年度調査（1.36％）に比較すると，

2.98％と非常に高くなっている。これはサンプル

の中にホールディング・カンパニー的な会社が数

社含まれていることに起因するものである。一般

的にホールディング・カンパニーの場合，従業員

数は少ないものの，連結グループ全体の意思決定

を行なうため，執行役員数は通常の会社と同程度

いると推測されるため，従業員数に対する執行役

員数は高くなる可能性が否定できない。このよう

な会社を除いた従業員数に対する執行役員数を計

算してみると1.34％となり，昨年度調査の1.36％

とほぼ同じと結果となった。

これらに関するQAQF結果を見てみると，取

6.4752.4132.3152.028

図表5.1 執行役員制度の導入状況

％ 成長性 収益性 モラール 総合業績

1 導入している 53.78 2.601 2.525 2.587 7.677

2 具体的に導入が決まっている 0.00 ― ― ― ―

3 導入を検討中 8.40

4 当社では考えていない 37.82 2.594 2.665 2.429 7.640

図表5.2 執行役員の状況（1)

平均(％) カテゴリー ％ 成長性 収益性 モラール 総合業績

執行役員人数╱

従業員数
2.98

1.1.5％以上 34.43 2.659 2.400 2.638 7.697

2.0.75％以上1.5％未満 31.15 2.436 2.584 2.682 7.702

3.0.75％未満 34.43 2.564 2.567 2.422 7.552

兼務執行役員数╱

取締役人数
38.50

1.100％ 12.07 2.068 2.317 2.747 7.132

2.75％以上100％未満 18.97 2.432 2.678 2.224 7.335

3.0％超75％未満 24.14 2.513 2.540 2.683 7.736

4.0％ 44.83 2.809 2.498 2.650 7.957

兼務執行役員数╱

執行役員人数
20.39

1.40％以上 21.67 2.020 2.453 2.500 6.973

2.0％超40％未満 31.67 2.661 2.618 2.566 7.845

3.0％ 46.67 2.784 2.502 2.608 7.894

130 三 田 商 学 研 究



締役と執行役員の兼務がないほうが，業績が高い

ということが示された。この結果からは，一般的

なコーポレートガバナンス論でいわれているよう

に，意思決定を行なう取締役と業務執行を行なう

執行役員の分離が進んでいるほうが業績が高いと

考えることができる。しかし，このことは昨年度

の調査とは異なる結論であり，意思決定と業務執

行の分離が好ましいという傾向にあるか否かの判

断は，今後の調査の蓄積によって判断したい。

平均年齢は，昨年度は「54歳未満」が高業績で

あるという結論であったが，今回の調査では「54

歳以上57歳未満」というカテゴリーが高いという

傾向が出た。ただ平均年齢に関しては，昨年度よ

りも約１歳上昇しており，今後も上昇する可能性

があると考えた場合，平均年齢と業績との関係は

今後の調査結果と比較しながら，どのような傾向

がみられるか判断すべきと考える。

平均在職期間に関しても平均年齢同様約１年延

びているため，同様のことがいえる。モラールが

「２年未満」というカテゴリーが統計的に有意に

高いという結果に関しても，導入時期が浅く執行

役員制度導入を含む一連の改革の影響が現れてい

る企業の影響であることも否定できない。その意

味で，平均年齢同様，結論をだすことは今後の調

査を踏まえた上で行ないたい。

最後に執行役員の導入理由および導入しない理

由に関してみていきたい。まず執行役員の導入理

由に関する傾向は昨年度調査と大きな違いはなく，

取締役数の削減ができる」および「組織改革の

意思を社内外に示す」という消極的理由はあまり

重要ではなく，一般的に執行役員制度導入の目的

と言える「意思決定のスピードアップを図る」，

意思決定と業務執行の分離ができる」， 取締役

の活性化ができる」という積極的理由が重視され

ている（図表5.5)。業績との関連でみたQAQF

結果からも，消極的理由に関して関係がないと考

える企業の業績が高く，積極的理由に関しては非

常に関係があると考える企業の業績が高くなって

いる（図表5.6)。特に積極的理由に該当する項目

では，統計的に有意な差がでている項目も多いこ

とを考慮すれば，執行役員制度を導入する場合に

は，本来執行役員制度が持つといわれているメ

リットを企業は追求すべきであるといえる。

執行役員制度を導入しない理由も昨年度調査同

様， 取締役削減に社内のコンセンサスが得られ

ない」， 法的地位・根拠が不明確である」， 日本

的経営になじまない」などの理由のスコアの平均

点が高く，導入しないことに関してあまり関連性

がないと考えられる（図表5.7)。結果からは，

取締役会だけで十分機能している」などの現状

の会社機関で十分対処できているため導入しない

というのが，一般的な導入しない理由であると推

測できる。QAQF結果からも，執行役員制度を

導入しない高業績企業は，現状で取締役会が十分

機能しており，かりに執行役員制度を導入したと

しても，十分な効果が得られないと判断している

企業であった（図表5.8)。

今年５月に新会社法が施行され，今後はそれぞ

れの会社が状況に最も適したコーポレートガバナ

ンス体制を導入することができるようになる。執

7.6992.6732.3942.63230.003. 54歳未満

7.7772.6242.5722.58228.002. 54歳以上57歳未満

7.6112.4432.5232.64642.001. 57歳以上

55.39執行役員平均年齢

総合業績モラール収益性成長性％カテゴリー平均(歳)

図表5.3 執行役員の状況（2)

図表5.4 執行役員の状況（3)

平均(年) カテゴリー ％ 成長性 収益性 モラール 総合業績

執行役員

平均在職期間
3.42

1. 2.5年以上 37.50 2.436 2.340 2.403 7.180

2. ２年以上2.5年未満 37.50 2.741 2.639 2.313 7.692

3. ２年未満 25.00 2.611 2.374 3.077 8.062
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行役員制度導入に関しても，制度自体がもつメ

リット・デメリットを十分理解した上で，導入の

可否を決定することによって，企業業績を伸ばす

ことができるのではないだろうか。

６．最高意思決定機関

企業における実質的な経営上の最高意思決定機

関の変更が相次ぐ昨今，その形態について尋ねた

ところ，取締役会と回答した企業が最も多かった

（69.2％)。80年代半ばまでの日本企業で，最高意

思決定機関として機能してきた常務会は15.0％，

その他の委員会などの会議体を最高意思決定機関

とする企業は15.8％存在していた。これらの数値

は，前回調査時（それぞれ，68.8％，12.4％，

18.8％）とほぼ同じであった。コーポレートガバ

ナンスに関する議論が活発になり，取締役の人数

を以前の常務会程度に絞り，取締役全員で意思決

定に関わっていく形態を最高意思決定機関として

選択した企業が多いと考えられる。

最高意思決定機関を構成する人数の平均は9.0

人で，全従業員に占めるこれらの人々の割合の平

均は3.1％となっていた。

全従業員に占める最高意思決定機関を構成する

人々の割合と企業の業績について尋ねたところ

（図表６)，この割合が低い企業で，成長性・収益

性・モラールの値がいずれも高い傾向にあった。

これは，前回調査時と比べて全く逆の状況である。

7.9702.5842.5592.82730.654,5,6

図表5.6 執行役員制度導入の理由（QAQF結果)

カテゴリー修正 ％ 成長性 収益性 モラール 総合業績

a 意思決定のスピードアップを
図る

1 34.92 2.780 2.642 3.031 8.454

2 36.51 2.434 2.466 2.272 7.172

3,4,5,6 28.57 2.611 2.500 2.403 7.515

b 意思決定と業務執行の分離が
できる

1 15.87 2.316 2.633 3.106 8.055

2 41.27 2.551 2.672 2.315 7.539

3 22.22 2.933 2.271 2.531 7.735

c 取締役数の削減ができる

4,5,6 20.63 2.583 2.480 2.733 7.797

1,2 40.98 2.346 2.366 2.538 7.250

3 27.87 2.418 2.663 2.398 7.479

d 取締役会の活性化ができる

4,5,6 31.15 3.076 2.615 2.835 8.526

1 18.03 2.525 2.689 3.287 8.501

2 27.87 2.317 2.305 2.364 6.986

e 組織改革の意思を社内外に示す

3 24.59 2.684 2.547 2.471 7.702

4,5,6 29.51 2.820 2.619 2.481 7.921

1,2 40.32 2.675 2.545 2.538 7.758

3 29.03 2.252 2.460 2.644 7.357

図表5.5 執行役員制度導入の理由（一次集計)

平均
非常に大きい

計
1 2 3 4 5 6

a 意思決定のスピード
アップを図る

2.11
22 23 10 6 1 1 63

34.92% 36.51% 15.87% 9.52% 1.59% 1.59% 100.00%

b 意思決定と業務執行
の分離ができる

2.59
10 26 14 7 5 1 63

15.87% 41.27% 22.22% 11.11% 7.94% 1.59% 100.00%

c 取締役数の削減が
できる

3.13
7 18 17 6 5 8 61

11.48% 29.51% 27.87% 9.84% 8.20% 13.11% 100.00%

d 取締役会の活性化が
できる

2.84
11 17 15 9 7 2 61

18.03% 27.87% 24.59% 14.75% 11.48% 3.28% 100.00%

e 組織改革の意思を
社内外に示す

2.97
8 17 18 10 6 3 62

12.90% 27.42% 29.03% 16.13% 9.68% 4.84% 100.00%

全く関係ない

132 三 田 商 学 研 究



企業規模が大きくなっても，あくまでも小さな意

思決定機関を維持し，各従業員に権限委譲をして

いく企業では，個々の従業員がモラールを向上さ

せ，その結果，成長性や収益性に好影響を及ぼし

ていると考えられる。

100.00%41.18%23.53%21.57%9.80%3.92%0.00%
51211211520

4.88
e 取締役削減に社内のコン

センサスが得られない

100.00%19.61%13.73%5.88%15.69%31.37%13.73%
5110738167

3.33
d 取締役との兼任者が

多く，無意味である

100.00%15.69%11.76%11.76%25.49%21.57%13.73%
5186613117

3.33
c 執行役員の効果に

疑問がある

100.00%21.57%13.73%17.65%27.45%15.69%3.92%
5111791482

3.86
b 取締役との役割分担

が不明確である

100.00%21.57%17.65%33.33%21.57%3.92%1.96%
51119171121

4.25
a 法的地位・根拠が

不明確である

654321
計

非常に大きい
平均

図表5.7 執行役員制度を導入しない理由（一次集計)

f 取締役会だけで
十分機能している

2.42
16 14 15 4 1 3 53

30.19% 26.42% 28.30% 7.55% 1.89% 5.66% 100.00%

g 日本的経営に
なじまない

4.00
6 5 7 11 11 12 52

11.54% 9.62% 13.46% 21.15% 21.15% 23.08% 100.00%

全く関係ない

7.5382.7212.4752.34233.335,6

7.3242.5002.4682.35721.573,4

7.2312.1592.6552.41745.101,2
d 取締役との兼任者が多く，

無意味である

7.3082.3142.5182.47741.186

7.7233.0302.6042.08923.535

7.1602.1372.5662.45835.291,2,3,4
e 取締役削減に社内のコンセン

サスが得られない

7.2532.5832.3972.27227.455,6

6.9162.1632.5572.19637.253,4

7.8952.5642.6752.65535.291,2

c 執行役員の効果に疑問がある

7.1812.4682.3462.36735.295,6

7.0532.1032.5382.41245.103,4

8.3553.0632.9692.32319.611,2
b 取締役との役割分担が

不明確である

7.0802.3852.3412.35539.225,6

7.2772.4042.4732.40133.334

7.8382.4902.9612.38727.451,2,3
a 法的地位・根拠が

不明確である

総合業績モラール収益性成長性％カテゴリー修正

図表5.8 執行役員制度を導入しない理由（QAQF結果)

f 取締役会だけで十分機能して
いる

1,2 56.60 2.534 2.644 2.592 7.770

3 28.30 2.206 2.643 2.218 7.067

4,5,6 15.09 2.050 2.367 2.121 6.537

g 日本的経営になじまない

1,2,3 34.62 2.375 2.675 2.324 7.374

4,5 42.31 2.427 2.693 2.809 7.928

6 23.08 2.337 2.321 1.930 6.588

図表６ 全従業員に占める最高意思決定機関を

構成する人々の割合と業績

成長性 収益性 モラール

2.5％以上 2.271 2.532 2.390

1％以上2.5％未満 2.561 2.547 2.364

1％未満 2.691 2.620 2.629
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７．最高意思決定機関の運営

社長がどのように最高意思決定機関を運営して

いるかを見るために，その運営の仕方を，社長が

もっぱら決定する「社長中心型」，構成メンバー

が同等の立場で議論し最後に社長が決定する「役

員の意見参考型」を両極端とし，その間にどちら

かというと社長中心型，どちらかというと役員の

意見参考型を選択肢として設置した。前回調査と

比較して，製造業では「社長中心型」が14.4％→

14.3％，どちらかというと「社長中心型」が

42.3％→36.1％，どちらかというと「役員の意見

参考型」が14.4％→16.8％， 役員の意見参考型」

が28.9％→32.8％という具合に変化していた。前

回調査時には，どちらかというと社長の意見を中

心にして意思決定を行なう企業が多かったが，今

回は社長の意見を中心にする企業と役員の意見を

参考にする企業がほぼ同じくらい存在していた。

小さな意思決定機関を運営するため，社長は自分

自身の意見だけにとらわれず，重要な分野の意見

に十分に耳を傾け，それらを総合して最終的な意

思決定を行なっているのであろう。

最高意思決定機関の運営とモラールの関係を見

てみると図表７のように，役員の意見を参考にす

る形で意思決定機関の運営を行なっている企業で，

その値が高い傾向にあった。個人の意見が尊重さ

れ，それが意思決定に反映されやすい参画型の意

思決定過程を採用する企業ほど，従業員はモラー

ルを向上させ，ますます活性化した状態で個々の

業務に取り組むと考えられる。

８．改正商法後のガバナンス体制

2002年の商法改正後，委員会設置会社の導入が

可能となり，導入当初は委員会設置会社への移行

企業のニュースが紙面をにぎわすことが多かった。

今年５月施行の新会社法においても，現行商法と

同様，公開企業は委員会設置会社もしくは監査役

会設置会社のいずれかを選択しなければならない

こととなっている。

本年度調査においても，昨年度調査同様アン

ケート回答企業のほとんどが監査役会設置会社を

選択するとこたえ，委員会設置会社に移行してい

る会社もしくは移行を検討している会社は約５％

とかなり低くなっている（図表８)。導入当初は

委員会設置会社に多くの会社が移行するという見

解もあったものの，現実にはほとんどの企業は監

査役会設置会社を選択しているようである。今後，

公開企業以上に非公開会社はガバナンス体制を柔

軟に決定することができるようになるものの，今

回のアンケート調査の傾向が日本企業一般の志向

であると考えれば，現実的にはほとんどの会社が

現行体制を維持する可能性があると考えられる。

QAQF結果を見てみると，成長性，収益性，

総合業績ともに監査役会設置会社を維持しようと

図表７ 最高意思決定機関の運営とモラール

モラール

社長の意見中心型 2.168

社長の意見中心型に近い 2.405

役員の意見参考型に近い 2.565

役員の意見参考型 2.688

9.32
3 どちらかというと監査役制度維持の

方向で検討中

7.3422.2832.6642.395

14.412 監査役制度維持の方向で検討中

7.7702.5352.6052.62971.191 監査役制度維持

総合業績モラール収益性成長性％

図表８ 改正商法後のガバナンス体制

5 委員会等設置会社方式で検討中

2.54

1.284 1.461 2.694 5.438

4 どちらかというと委員会等設置会社

方式の方向で検討中
2.54

6 委員会等設置会社方式を選択

0.00
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している企業の業績が統計的に有意に高くなって

いる。現状の制度に問題がないと考える企業は積

極的にガバナンス制度の変更を行なわないという

傾向を示していると考えられる。委員会設置会社

のモラールが高いことを考えれば，執行役員制度

の採用同様，委員会設置会社への移行もモラール

向上に貢献する可能性がある。

９．社外取締役

2002年以降商法改正によって，その法的地位が

明確となり，さまざまな企業で社外取締役が導入

されるようになった。導入当初から社外取締役が

果たして機能しうるのかという疑問の声があるこ

とも事実であり，その効果に関しては今後明らか

にすべき項目の一つであると考える。ライブドア

によるニッポン放送株取得問題では，ニッポン放

送の社外取締役が結果として全員辞任し，その後

は系列出身の社外取締役が１名いるのみである。

社外取締役のメリットを享受したいと考えるので

あれば，真に独立した社外取締役を再度採用すべ

きであったかもしれない。この点を考慮すれば，

企業においても社外取締役の効用を十分理解した

上で，導入しているかどうかには疑問がある。

今回の調査では，昨年度調査（37.76％）より

も社外取締役を導入している企業が多くなってい

る（図表9.1)。導入を検討している企業も含めれ

ば，約６割の企業が今後社外取締役を起用するこ

ととなることが推測される。その意味では，社外

取締役も社外監査役同様，広く企業に導入される

日も近いのかもしれない。QAQF結果を見てみ

ると， 導入を考えていない」カテゴリーの業績

が他のカテゴリーよりも高いという傾向が見られ

る。この点だけをみれば，社外取締役を導入しな

いほうが業績がよいと判断することができるかも

しれない。

しかし，社外取締役がいる企業にその関与度合

いを聞いた質問では，昨年度の調査と同じく，

社内取締役と同等に関与している」というカテ

ゴリーの業績が最も高くなっている（図表9.2)。

このことは単に社外取締役がいるだけでは業績へ

の影響はなく，有効に機能してこそ，その効果が

現れることの証左であろう。社外取締役の有無が

議論されることが多いなかで，実効性の確保が重

要であるという今回の調査結果は一連の議論に一

石を投じる結果と考えられる。

社外取締役に期待することとしては， 企業イ

メージの向上」や「経営の国際化への対応」のよ

うな社外取締役の機能を十分に期待していない消

極的な項目はあまり多くなく，QAQF結果を見

る限り，実際このような項目を期待していたとし

ても業績は高くなることはないといえる（図表

7.3822.4702.5112.401

図表9.1 社外取締役の導入状況

％ 成長性 収益性 モラール 総合業績

1 導入している 43.22 2.472 2.561 2.397 7.430

2 具体的に導入が決まっている 0.00 ― ― ― ―

3 導入を検討中 16.10

4 当社では考えていない 40.68 2.619 2.592 2.625 7.837

6.7882.0082.3972.382
12.00

22.00

7.7632.6202.5892.55436.00

8.3372.8852.8972.55618.00社内取締役と同等に関与

総合業績モラール収益性成長性％

図表9.2 社外取締役の関与

1

2

3

12.00

0.006

5

4

全く関与していない
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9.3～4)。一方で， 一般的な経営判断の合理性の

確保」， 第三者として意思決定や業務執行に対す

るアドバイス」など社外取締役を積極的に経営に

参加させる目的で導入している企業の業績は非常

に高いものとなっている。このことから，経営者

が積極的に社外取締役の能力を発揮できるような

環境を整えてこそ，社外取締役が機能し，業績が

向上するということが示された。

社外取締役を起用しない理由としては， 業務

に関する事項を説明するなど新たにかかる手間以

上の効果が得られない」， 社外取締役の有用性に

疑問がある」という社外取締役の活用に関して消

極的な意見はあまり関係ないようである（図表

9.5)。QAQF結果を見る限り，どの理由におい

ても， 非常に大きい」と考える企業の業績が高

くなっているが， 社外監査役の意見を聞くこと

で十分である」， 第三者の意見は別の方法で確保

できている」という現状で社外取締役の必要性を

感じていない企業の業績が統計的に有意に高いと

いうことが目に付く（図表9.6)。社外取締役の一

00.00%4.00%18.00%24.00%26.00%24.00%4.00%
50291213122

3.40e 企業イメージの向上

100.00%4.00%6.00%4.00%28.00%34.00%24.00%
50232141712

2.46
d 経営の適法性の

監査機能

100.00%0.00%2.00%0.00%32.00%44.00%22.00%
50010162211

2.16
c 経営判断に際しての

有用な情報の提供

100.00%2.00%0.00%2.00%10.00%44.00%42.00%
5010152221

1.80
b 第三者として意思決定や業務

執行に対するアドバイス

100.00%2.00%2.00%6.00%12.00%42.00%36.00%
5011362118

2.02
a 一般的な経営判断の

合理性を確保

654321
計

大いに期待している
平均

図表9.3 社外取締役への期待（一次集計)

f 経営の国際化への
対応

3.54
5 5 15 14 5 6 50

10.00% 10.00% 30.00% 28.00% 10.00% 12.00% 100.00%

全く期待していない

7.7222.3692.7142.63922.005,6

7.8102.5362.7522.52224.004

7.1192.1662.7292.22326.003

7.1202.4762.1042.54028.001,2

e 企業イメージの向上

図表9.4 社外取締役への期待（QAQF結果）

カテゴリー修正 ％ 成長性 収益性 モラール 総合業績

a 一般的な経営判断の合理性を
確保

1 36.00 2.427 2.866 2.637 7.930

2 42.00 2.603 2.463 2.463 7.530

3,4,5,6 22.00 2.309 2.227 1.830 6.366

b 第三者として意思決定や業務
執行に対するアドバイス

1 42.00 2.529 2.751 2.679 7.959

2 44.00 2.477 2.497 2.229 7.203

3,4,5,6 14.00 2.308 2.158 2.005 6.471

c 経営判断に際しての有用な情報
の提供

1 22.00 2.928 2.507 2.815 8.250

2 44.00 2.304 2.453 2.421 7.178

3,4,5,6 34.00 2.403 2.722 2.064 7.189

d 経営の適法性の監査機能

1 24.00 2.574 2.651 2.969 8.194

2 34.00 2.576 2.293 2.192 7.061

3,4,5,6 42.00 2.337 2.715 2.211 7.263

f 経営の国際化への対応

1,2 20.00 2.269 2.491 2.543 7.302

3 30.00 2.165 2.437 2.529 7.131

4 28.00 2.718 2.622 2.531 7.871

5,6 22.00 2.777 2.694 1.866 7.337
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つの効用としてあげられるものとして，社外，す

なわち第三者の意見を戦略的意思決定に反映でき

るということがあり，このことが別の手段で確保

されている企業は，社外取締役を積極的に導入し

ようとしないということが推測される。

10．社外監査役

現行商法において社外取締役の起用は任意であ

る一方，社外監査役の起用は義務付けられている。

これは新会社法でも同様であり，強制的に企業が

起用しなければならない第三者が社外監査役であ

るといえる。さらに監査役には，取締役会の出席

義務および意見陳述義務が法定されている。その

意味で，社外監査役の意見がどの程度戦略的意思

決定に反映されるかということは，どの程度第三

者の意見に耳を傾けているのかという企業の姿勢

をあらわしていると考えることもできる。

全く関係ない

図表9.5 社外取締役を起用しない理由（一次集計)

平均
非常に大きい

計
1 2 3 4 5 6

a 適切な候補者の選定が
難しい

2.75
9 30 13 4 6 5 67

13.43% 44.78% 19.40% 5.97% 8.96% 7.46% 100.00%

b 社外監査役の意見を
聞くことで十分である

2.79
8 28 14 8 5 4 67

11.94% 41.79% 20.90% 11.94% 7.46% 5.97% 100.00%

c 第三者の意見は別の
方法で確保できている

3.15
5 18 18 16 5 4 66

7.58% 27.27% 27.27% 24.24% 7.58% 6.06% 100.00%

d 社外取締役の有用性に
疑問がある

3.22
6 14 21 15 7 4 67

8.96% 20.90% 31.34% 22.39% 10.45% 5.97% 100.00%

e 業務に関する事項を説明
するなど新たにかかる手間
以上の効果が得られない

3.40
5 13 18 8 14 4 62

8.06% 20.97% 29.03% 12.90% 22.58% 6.45% 100.00%

e 業務に関する事項を説明する
など新たにかかる手間以上の
効果が得られない

6.7672.2112.3182.23822.394,5,6

7.6192.5662.5142.53819.403

7.7822.5662.6062.61044.782

9.1573.2702.9452.94213.431

a 適切な候補者の選定が難しい

7.5122.5772.4172.51841.944,5,6

7.7692.5482.6192.60229.033

7.8202.5242.7502.54629.031,2

7.2602.4062.3572.49738.814,5,6

7.8862.5872.6962.60231.343

8.1022.8032.7112.58929.851,2
d 社外取締役の有用性に疑問が

ある

7.0532.3092.4002.34437.884,5,6

7.5582.5222.6192.41727.273

8.6052.9462.7302.92934.851,2
c 第三者の意見は別の方法で確保

できている

7.0052.2762.3942.33525.374,5,6

7.6272.5212.4812.62520.903

8.0712.7492.6862.63653.731,2
b 社外監査役の意見を聞くことで

十分である

総合業績モラール収益性成長性％カテゴリー修正

図表9.6 社外取締役を起用しない理由（QAQF結果)

7.2422.2582.4482.536

14.68

36.70 7.7492.4892.6222.638

21.10
7.8222.6952.6852.442

12.84取締役と

同等に反映

総合

業績
モラール収益性成長性％

図表10 社外監査役の関与

1

2

3

9.17

5.506

5

4

全く反映

していない
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QAQF結果を見る限り，昨年度の調査と同様，

社外監査役の関与度合いを取締役と同様に反映し

ている企業の業績は全般的に高い傾向にあった

（図表10)。この傾向は，JCGF2000調査から一貫し

たものであり，第三者の意見を戦略的意思決定に

反映させる企業の業績が高くなるという傾向があ

ることが今回の調査においても示されたといえる。

(続・総合経営力指標――コーポレートガバナ

ンス・マネジメント全般と企業業績2005――(2)」

へ続く）

アンケート原票

Ａ コーポレートガバナンスとマネジメント全般

A-1 貴社では経営計画を策定する際，次に挙げ

る経営目標のうち，いずれを重視されますか。

３年前」と「現在」において最も重視されるも

の，そして次に重視されるものをそれぞれ一つず

つ，以下の中からお選びください。

３年前 現在

最も重視 【 】 【 】

次に重視 【 】 【 】

１ 新製品開発

２ 現有主力製品のシェアの維持・拡大

３ 海外拠点の増強（グローバリゼーション)

４ 合理化・省力化によるコストの低減

５ 従業員の福祉の増大

６ 経営多角化あるいは事業転換

７ 自己資本（株主資本）の充実

８ 株主価値の増大

９ 顧客満足（CS）の向上

10 環境への配慮

11 その他

A-2 貴社の社長のタイプについて最も近いと思

われる番号に○をおつけください。

１ 創業者社長（貴社を飛躍的に成長させた実質

的な初代社長を含む)

２ ２代目社長（創業者のご子息，ご親族および

共同経営者で後継者になられた方)

３ 貴社の生え抜きの方（貴社あるいは合併前の

会社において，少なくとも10年以上管理職と

して仕事に携わった方を含む)

４ 他の会社，機関等から入り，社長になられた

方

A-3 貴社の社長の専門分野として最も近いと思

われる番号に○をおつけください。

１ 営業

２ 技術

３ 経理

４ 総務（人事・法務など）

A-4 貴社の社長及び役員（社長を含む，執行役

員は含まない）の年齢と現在の職位につかれてか

らの年数を表の中にご記入ください。また，役員

の人数の内訳をご記入ください。

A-5 貴社の執行役員または委員会等設置会社の

執行役の導入状況について，貴社に最も近いと思

われる番号に○をおつけください。

１ 導入している

２ 具体的に導入が決まっている

３ 導入を検討中

（注１) 商法第188条第２項第７号の２に規定される取締役をい

う（以下同じ）

取締役がその会社の業務を執行せざる取締役にして，過去

に，その会社または子会社の業務を執行する取締役，執行

役または支配人その他の使用人となりたることなく，かつ，

現に，子会社の業務を執行する取締役もしくは執行役，ま

たは，その会社もしくは子会社の支配人その他の使用人に

あらざるもの

（注２) 平成13年改正の監査特例法第18条第１項に規定される監

査役をいう（以下同じ）

大会社にあっては監査役は，３人以上で，そのうち半数以

上は，その就任前に，大会社またはその子会社の取締役，

執行役または支配人その他の使用人となったことがない者

でなければならない

社長

（平均）在職期間（年)（平均）年齢

内 社外監査役(注2)内 社外取締役(注1)

内 社内監査役内 社内取締役

監査役全体取締役全体

人数人数

監査役全体

取締役全体
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４ 当社では考えていない

導入している場合のみ，以下の空欄にご記入くだ

さい。

執行役(員)の中で，取締役を兼務している方は何

名いらっしゃいますか ［ ］名

A-5で１（導入している）または２（具体的に導

入が決まっている）を選択した方は，A-5-1をお

答えください。

A-5-1 執行役(員)導入の理由

執行役(員)制導入にあたり，どのようなことを

期待していますか。以下の各項目に関して， １

非常に大きい」と「６ 全く関係ない」を両端と

する考え方のうち，貴社に最も近いと思われる番

号に○をおつけください。

非常に
大きい

全く関係
ない

ａ 意思決定のスピード
アップを図る 1-2-3-4-5-6

ｂ 意思決定と業務執行
の分離ができる 1-2-3-4-5-6

ｃ 取締役数の削減がで
きる 1-2-3-4-5-6

ｄ 取締役会の活性化が
できる 1-2-3-4-5-6

ｅ 組織改革の意思を社
内外に示す 1-2-3-4-5-6

A-5で３（導入を検討中）または４（当社では考

えていない）を選択した方は，A-5-2をお答えく

ださい。

A-5-2 執行役(員)を導入しない理由

執行役(員)を導入しない理由はどのようなもの

ですか。以下の各項目に関して， １ 非常に大

きい」と「６ 全く関係ない」を両端とする考え

方のうち，貴社に最も近いと思われる番号に○を

おつけください。

非常に
大きい

全く関係
ない

ａ 法的地位・根拠が不
明確である 1-2-3-4-5-6

ｂ 取締役との役割分担
が不明確である 1-2-3-4-5-6

ｃ 執行役(員)の効果に
疑問がある 1-2-3-4-5-6

ｄ 取締役との兼任者が
多く，無意味である 1-2-3-4-5-6

ｅ 取締役削減に社内の
コンセンサスが得ら
れない

1-2-3-4-5-6

ｆ 取締役会だけで十分
機能している 1-2-3-4-5-6

ｇ 日本的経営になじま
ない 1-2-3-4-5-6

A-6 貴社の実質的な経営上の最高意思決定機関

は何名で構成され，その名称は次のいずれですか。

人数をご記入の上，以下の番号１つに○を一つお

つけください。

構成人数 ［ ］名

１ 取締役会

２ 常務会

３ その他委員会などの会議体

(３をお選びいただいた場合，具体的名称と

簡単な定義（説明）をお教えください）

名称［ ］

定義（説明）［ ］

A-7 貴社の最高意思決定機関において，社長は

どのような運営の仕方をなさっていますか。貴社

に最も近いと思われる番号に○をおつけください。

１ 役員の意見も参考にするが，社長がもっぱら

決定する。

２ 構成メンバーは同等の立場だが，どちらかと

いうと選択肢１に近い。

３ 構成メンバーは同等の立場だが，どちらかと

いうと選択肢４に近い。

４ 多数の構成メンバーの意見を中心に議論し，

多数意見を尊重し社長がこれを決定する。

A-8 改正商法施行後のガバナンス体制として貴

社に最も近いと思われる番号に○をおつけくださ

い。

人数 平均年齢 平均在職期間（年)

執行役(員)
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１ 監査役制度維持

２ 監査役制度維持の方向で検討中

３ どちらかというと監査役制度維持の方向で検

討中

４ どちらかというと委員会等設置会社方式の方

向で検討中

５ 委員会等設置会社方式で検討中

６ 委員会等設置会社方式を選択

A-9 貴社では，社外取締役を導入されています

か。以下の番号１つに○をおつけください。

１ すでに導入している

２ 導入する予定である

３ 現在検討中である

４ 当社では考えていない

A-9で１または２を選択した方は，A-9-1および

A-9-2をお答えください。

A-9-1 社外取締役の関与

社外取締役が，戦略的意思決定にどの程度関与

していますか。 １ 社内取締役と同等に関与」

と「６ 全く関与していない」を両端とする考え

方のうち，貴社に最も近いと思われる番号に○を

おつけください。

社内取締役と
同等に関与 1-2-3-4-5-6 全く関与し

ていない

A-9-2 社外取締役への期待

社外取締役にどのようなことを期待しています

か。以下の各項目に関して，どの程度期待してい

ますか。 １ 大いに期待している」と「６ 全

く期待していない」を両端とする考え方のうち，

貴社に最も近いと思われる番号に○をおつけくだ

さい。

大いに
期待し
ている

全く期待
していな
い

ａ 一般的な経営判断の
合理性を確保 1-2-3-4-5-6

ｂ 第三者として意思決
定や業務執行に対す
るアドバイス

1-2-3-4-5-6

ｃ 経営判断に際しての
有用な情報の提供 1-2-3-4-5-6

ｄ 経営の適法性の監査
機能 1-2-3-4-5-6

ｅ 企業イメージの向上 1-2-3-4-5-6

ｆ 経営の国際化への対
応 1-2-3-4-5-6

A-9で３または４を選択した方は，A-9-3をお答

えください。

A-9-3 社外取締役を起用しない理由

社外取締役を起用しない理由はどのようなもの

が大きいですか。以下の各項目に関して， １

非常に大きい」と「６ 全く関係ない」を両端と

する考え方のうち，貴社に最も近いと思われる番

号に○をおつけください。

非常に
大きい

全く関係
ない

ａ 適切な候補者の選定
が難しい 1-2-3-4-5-6

ｂ 社外監査役の意見を
聞くことで十分であ
る

1-2-3-4-5-6

ｃ 第三者の意見は別の
方法で確保できてい
る

1-2-3-4-5-6

ｄ 社外取締役の有用性
に疑問がある 1-2-3-4-5-6

ｅ 業務に関する事項を
説明するなど新たに
かかる手間以上の効
果が得られない

1-2-3-4-5-6

A-10 社外監査役の意見がどの程度，戦略的意

思決定に反映されていますか。番号を選び，○を

おつけください。(委員会等設置会社の場合，A

-11へお進みください。）

取締役と同
等に反映 1-2-3-4-5-6 全く反映し

ていない

A-11 貴社の役員を支援する専属および兼任ス

タッフの人数をお教えください。いらっしゃらな

い場合には， ０」をご記入ください。なお委員

会等設置会社の場合，監査役の項は無視してくだ

さい。

ａ 社内取締役 専属［ ］人 兼任［ ］人

ｂ 社内監査役 専属［ ］人 兼任［ ］人
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ｃ 社外取締役 専属［ ］人 兼任［ ］人

ｄ 社外監査役 専属［ ］人 兼任［ ］人

A-12 貴社では，経営上どの財務指標を重視さ

れていますか。最も重視しているものの番号に○

をお付け下さい。(連結あるいは単体の□にチェッ

クして，さらに番号を一つお選びください）

□ 連結 □ 単体

１ 営業利益伸び率

２ 経常利益伸び率

３ 売上高伸び率

４ 売上高営業利益率

５ 売上高経常利益率

６ ROA

７ ROE

８ フリー・キャッシュフロー

９ EVA （またはそれに代わるもの）

10 その他

A-13 貴社ではストックオプションを導入され

ていますか。番号に○をお付け下さい。

１ 導入している

２ 導入していない

１ 導入している，とお答えになった方は，ス

トックオプションをどのような人に付与していま

すか。以下の対象者に関して，付与している場合

には１を，付与していない場合は２を記入してく

ださい。ただし該当者がいない場合には０をご記

入ください。

ａ 取締役 ［ ］

ｂ 執行役員または執行役 ［ ］

ｃ 従業員 ［ ］

ｄ 子会社の取締役 ［ ］

ｅ その他 ［ ］

A-14 IR活動についてお伺いします。

A-14-1 IR活動の実施度

貴社の IR活動は他社と比べて活発なほうだと

思われますか。

かなり活発
である 1-2-3-4-5-6

あまり活発
なほうでは
ない

A-14-2 IR活動の実施理由

貴社が株主・投資家に対して IR活動をおこな

う上で，最も重視している要因は何ですか。下記

の番号１つに○をおつけください。

１ 株主層の拡大

２ 株価の上昇

３ 企業の一般的な社会評価やイメージの向上

A-14-3 IR活動の手段

貴社が株主・投資家に対して IR活動をおこな

う上で，最も重視している手段は何ですか。下記

の番号１つに○をおつけください。

１ 営業利益減少期でも安定配当を維持する

２ アナリスト・機関投資家向け決算説明会の実

施

３ 積極的かつタイムリーなディスクロージャー

の実施

A-15 現在，貴社の IR活動をご担当されている

専任の方は何人ですか。

専任［ ］人

A-16 次に挙げる項目が，貴社の社是・社訓・経

営理念等に明記されていますか。明記されている

場合には１を，そうでない場合には２を記入して

ください。

ａ 従業員の生活向上 ［ ］

ｂ 地域貢献 ［ ］

ｃ 社会貢献（メセナ・フィ
ランソロピーなど） ［ ］

ｄ 地球環境保護 ［ ］

A-17 貴社では，終身雇用制についてどのよう

にお考えですか。 １ あくまでも維持するつも

り」と「６ 維持することに全くこだわらない」

を両端とする考え方のうち，貴社に最も近いと思

われる番号に○をおつけください。
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あくまでも
維持するつ
もり

1-2-3-4-5-6
維持すること
に全くこだわ
らない

A-18 企業の地域貢献・社会貢献について貴社で

はどのようにお考えですか。貴社に最も近いと思

われる番号１つに○をおつけください。

１ 営利企業には不要である

２ 現在の不況で余裕はない

３ 厳しい状況であるが，少しでも貢献できれば

と考えている

４ 継続することに意味があるので，業績にかか

わらず続けている

５ “見返りなき貢献”と考え，実行している

A-19 地球環境保護の問題は，貴社が経営戦略

を構築する上でどのような影響を持っていますか。

貴社に最も近いと思われる番号１つに○をおつけ

ください。

１ 環境保護を常に前面に出し，積極的にアピー

ルしている

２ 戦略構築に際して，経済性と同等の影響力を

持っている

３ 経済性に関する問題に対して補完的な役割を

果たしている

４ 社会的責任として，環境に対する悪影響を及

ぼさないようにしている

５ 当社にはあまり関係ない

A-20 貴社では企業倫理やコンプライアンスに

関して，どのように活動されていますか。以下の

各項目に関して，該当する番号に○をお付け下さ

い。(いくつでも可）

１ 企業の基本的価値観を示す文書（倫理綱領，

行動基準，行動指針）などの文書を持ってい

る

２ 上記の社内規範は取締役を含むすべての正社

員に適用されている

３ 上記の社内規範はインターネット等何らかの

方法で社外にも公表している

４ 企業倫理，コンプライアンス担当役員を選任

している

５ 企業倫理委員会が設置されている

６ 企業倫理，コンプライアンス担当部署を設置

している

その名称 ［ ］

担当者数 ［ ］

７ 企業倫理，コンプライアンスに関する教育・

研修を実施している

８ 企業倫理，コンプライアンスに関する社内相

談窓口（ホットライン，ヘルプライン等）を

設置している

９ 上記相談窓口は匿名での相談が可能である

10 相談窓口は社外にも設置されている

11 企業倫理，コンプライアンスの実践状況のモ

ニタリング制度がある

12 企業倫理，コンプライアンスの実践を促進す

る現場での責任者がいる

13 企業倫理，コンプライアンスの実践を促進す

る現場での活動組織がある

14 企業倫理，コンプライアンスの実践に関して

誓約書，宣誓書の提出が義務づけられている

A-21 貴社の経営理念に関して，経営者と一般

従業員の関係はどの様になっていますか。以下の

各項目について， １ 全くそうである」と「６

そうではない」を両端とする状況のうち，貴社に

最も近いと思われる番号に○をおつけください。

全くそう
である

そうでは
ない

ａ 互いに強い信頼関係
がある 1-2-3-4-5-6

ｂ 経営理念が，一般従
業員の日々の行動に
強い影響を与えてい
る

1-2-3-4-5-6

ｃ 昇進や異動等に，経
営理念が反映されて
いる

1-2-3-4-5-6

A-22 以下にあげる各ステークホルダーに対し

て，および内部組織全般において，同業他社と比

べてどの程度の「信頼関係」が構築され，維持さ

れていますか。貴社に最も近いと思われる番号に

○をおつけください。

非常に
強い 弱い

ａ 株主 1-2-3-4-5-6
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ｂ 顧客 1-2-3-4-5-6

ｃ 従業員 1-2-3-4-5-6

ｄ 労働組合 1-2-3-4-5-6

ｅ 地域社会 1-2-3-4-5-6

ｆ 内部組織全般 1-2-3-4-5-6

A-23 貴社の状況について，最も近いと思われ

る番号に○をおつけください。

ａ 都合の悪い情報であっても社内に開示されて

いますか

ほとんど開示
されていない 1-2-3-4-5-6 開示され

ている

ｂ 自部門内で解決困難な問題に直面した場合，

他の部門の人に気軽に相談したり，アドバイスを

受けたりすることができますか

ほとんど
できない 1-2-3-4-5-6 容易に

できる

ｃ リーダーの日頃の発言と実際の行動はどの程

度一致していますか

ほとんど一致
していない 1-2-3-4-5-6 一致して

いる

A-24 貴社の組織を全体としてみたときに，同

業他社と比べてどの様な組織的な特徴（組織文

化）が存在しますか。以下の各項目について，左

右のキーワードを両端とするそれぞれの特徴のう

ち，貴社に最も近いと思われる番号に○をおつけ

ください。

ａ 保守的 1-2-3-4-5-6 挑戦的

ｂ 部門内のコ
ミュニケー
ションが極
めて良好

1-2-3-4-5-6

部門内のコ
ミュニケー
ションが全
く良好では
ない

ｃ インフォー
マル 1-2-3-4-5-6 フォーマル

ｄ 短期的視点 1-2-3-4-5-6 長期的視点

ｅ ボトムアッ
プ 1-2-3-4-5-6 トップダウ

ン

ｆ 個人的 1-2-3-4-5-6 集団的

ｇ 年功主義的 1-2-3-4-5-6 能力主義的

ｈ 経営戦略・
目標が浸透 1-2-3-4-5-6

経営戦略・
目標が浸透
していない

ｉ ワンマン的 1-2-3-4-5-6 民主的

ｊ 過程重視 1-2-3-4-5-6 結果重視

ｋ 情報は職位
に応じて階
層化

1-2-3-4-5-6
情報は職位
を問わず共
有化

A-25 以下の左右に挙げたそれぞれのステーク

ホルダー（利害関係者）を一対として比較した場

合，どちらがより重要だとお考えですか。左右の

ステークホルダーを「極めて重要である」とする

考え方を両端として，貴社にもっとも近いと思わ

れる番号に○をおつけください。

ａ 株主を重視 1-2-3-4-5-6 顧客を重視

ｂ 顧客を重視 1-2-3-4-5-6 従業員を重視

ｃ 従業員を重視 1-2-3-4-5-6 株主を重視
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